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  は じ め に 

近年の日本は、少子高齢化、人口減少が急激に進む中、

ライフスタイルの変化や価値観の多様化による地域のつな

がりが希薄化し、地域で孤立する高齢者や生活困窮、子育

てなど悩みを抱える人は増加しており、個人や世帯が抱え

る悩みや課題は複雑かつ深刻化しています。 

本町では、平成１８年に「小山町地域福祉計画」を策定

し、小山町第４次地域福祉計画からは「成年後見制度利用

促進基本計画」を盛り込み、個人や世帯の課題を属性に関

わらず受け止めることなどを柱とする「包括的支援体制構築事業」を関係機関とと

もに展開し、地域福祉の推進を図ってきました。 

このたび、これまでの支援体制をさらに充実させ、町民の皆さまや関係機関が連

携して様々な課題に対応していけるよう、社会福祉協議会が策定する第６次地域福

祉活動計画と一体的に「小山町第５次地域福祉計画」を策定いたしました。本計画

では、地域での孤立化を防ぎ制度の狭間や複合的な課題に対応するため、「重層的

支援体制整備事業実施計画」と「再犯防止推進計画」等地域福祉に関連する事業の

計画を新たに盛り込み、地域や町民の皆さま、社会福祉協議会をはじめとする関係

機関との連携により、障がい、高齢、こども、生活困窮といった世代や制度、分野

を超えてすべての人々が共に支え合い共に生きる「地域共生社会」の実現を目指し

た計画となっております。 

今後は、本計画の基本理念である「共に支え合い誰もが安心して暮らせる地域社

会の実現」に向け、地域の主役である町民の皆さまや関係機関と手を取り合い各種

施策に取組んで参りますので、引き続き、町民の皆さま、関係機関・団体の皆さま

のご理解、ご協力をお願い申し上げます。 

最後に、本計画の策定に当たり、貴重なご意見、ご提言をいただきました小山町

地域福祉計画推進懇談会構成員及び同ワーキング部会構成員の皆様に対し、心から

感謝を申し上げます。 

 

令和７年３月 

小山町長  込 山 正 秀 

  



 

私たちの地域社会は、少子高齢化の進行や人口減少、地

域コミュニティの変化など、多くの課題に直面していま

す。核家族化の進展や高齢者のみの世帯の増加、地域のつ

ながりの希薄化により、生活の中で支え合う機会が減少

し、孤立しやすい環境が生まれています。こうした状況の

中で、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けるため

には、地域のつながりを深め、共に支え合う地域づくりを

進めていくことが重要です。 

このたび、本会では「小山町社会福祉協議会第６次地域福祉活動計画」を策定い

たしました。この計画は、令和 7年度から令和 11年度までの 5年間を計画期間と

し、「共に支え合い、誰もが安心して暮らせる地域社会の実現」を基本理念とし、

町の「小山町第 5次地域福祉計画」と一体として策定いたしました。 

この計画では、地域の皆様の主体的な参加を促し、地域に根ざした福祉活動を推

進するとともに、行政、関係機関と連携・協力して、世代や分野を超えて支援が必

要な方へのきめ細やかな対応を図っていくこととしております。 

また、近年は異常気象による自然災害の頻発や感染症の流行など、生活環境に大

きな影響を及ぼす事態が発生しています。こうした状況の中で、地域の防災力を高

めるとともに、災害時の支援体制を強化することも重要な課題となっています。 

地域のつながりを深めることは、防災や防犯の面でも大きな力となります。 

日々の暮らしの中で、ちょっとした気づきや声かけが、支え合いの第一歩となり

ます。一人ひとりの行動が、地域全体の温かいつながりへとつながり、より良いま

ちづくりへと発展していくと考えます。 

本会といたしましても、行政・関係機関と連携・協力して、すべての人が住み慣

れた地域で心豊かに安心して暮らしていける地域共生社会の実現を目指し取り組ん

でまいりますので、町民の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

令和７年３月 

社会福祉法人 小山町社会福祉協議会 

会長  田 代 章 
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第1章 計画の策定にあたって 
 

第１節 計画策定の背景 

現代社会においては、少子高齢化の急速な進展よる人口減少と同時に、一人ひとりの

価値観やライフスタイルの多様化、ICTの急速な発展など、目まぐるしい社会の変化か

ら生じる地域課題に加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐために広がっ

た対面交流機会の縮小などによって、地域コミュニティはこれまでの繋がりの維持す

ることが困難な状況になり、衰退・崩壊していくことが懸念されつつあります。 

そのような中、ひとり暮らし高齢者の孤独死、高齢者・障がい者・子どもに対する虐

待、自殺、ヤングケアラー、ダブルケア、8050問題、経済的困窮等、町民が暮らしてい

くうえでの課題は、様々な分野の課題が絡み合って複合化・複雑化し、制度・分野別の

支援だけでは対応が困難な状況になっています。さらに、地震や台風、線状降水帯等に

よる豪雨などの自然災害、感染症等によりさまざまな脅威や不安が高まっています。 

一方、本町においては、都市部と比べ人の顔が見える近所付き合いや、声を掛けやす

いつながりなどの地域コミュニティが残っています。継続する人口減少下においても、

ＩＣＴなどの技術を利用した見守りの仕組みや、多様性を認め合い、人と人とが支え合

う地域づくりを進めることにより、地域コミュニティを強化し、誰もが暮らしやすい社

会を目指す必要があります。地域福祉をとりまく社会背景には厳しい面もありますが、

そのような条件のもとでも豊かに暮らしていくことのできる可能性を求めていくこと

が大切です。 

国では、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手側」「受け手側」とういう関係を超

えて、地域住民や多様な主体がお互いに地域の生活課題を「我が事」として参画し、世

代、分野を超えて「まるごと」つながることで住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地

域を共に創っていく「地域共生社会」に向けた体制整備を進めています。 

本町においては、平成13年に「小山町社会福祉協議会地域福祉活動計画」を、平成18

年に「小山町地域福祉計画」を策定し、町民一人ひとりが、安全・安心にいきいきと暮

らせる町づくりを目指し、地域における生活課題を解決するしくみづくりや取組みを

進めてきました。 

この度、「第４次地域福祉計画」、「第５次地域福祉活動計画」の期間満了に伴い、地

域福祉を取り巻く情勢の変化に適切に対応するべく、小山町と小山町社会福祉協議会

が協働して、令和７年度から令和１１年度を計画期間とした「第５次地域福祉計画」及

び「第６次地域福祉活動計画」を一体的に策定しました。 

また、誰一人取り残さない包摂的な社会の実現や安心して暮らせる地域づくりの実

現のため、新たに「小山町重層的支援体制整備事業実施計画」及び「小山町再犯防止推

進計画」を包含する計画とします。  
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第２節 計画の位置づけと法的な根拠 
 

１ 小山町第５次地域福祉計画 

小山町第５次地域福祉計画は、社会福祉法第107条に規定する計画であり、高齢者分

野、子ども・子育て分野、障がい者分野、健康増進分野などの関連個別計画を生活の場

である地域を基盤とした視点からつなぐ「福祉関連分野の上位計画」と位置付けていま

す。 

施策の展開にあたっては、国及び静岡県の施策等との整合性を図りつつ、「第５次小

山町総合計画」をはじめ、「第３期小山町子ども子育て支援事業計画」「おやま障がい者

福祉プラン」「第４次小山町保健計画」「小山町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事

業計画」「第５次小山町男女共同参画社会づくり行動計画」等の各計画に共通する地域

福祉推進の理念を相互につなぎ、各計画に基づいた施策が地域で効果的に展開される

ことを推進する役割を果たすものです。 

本計画における関連法等に基づいた位置づけは、以下の通りです。 

なお、本計画においては、新たに「再犯の防止等の推進に関する法律」第８条に基づ

き策定する「地方再犯防止推進計画」、「社会福祉法」第106条の５に規定する「重層的

支援体制整備事業実施計画」を位置づけています。 

 

 

・社会福祉法第 107条に基づく「市町村地域福祉計画」 

・「成年後見制度の利用の促進に関する法律」第 14条に基づき策定する「市町村

成年後見制度利用促進基本計画」を包含した計画 

・生活困窮者の自立支援方策を盛り込んだ計画 

・ 新 規 「再犯の防止等の推進に関する法律」第８条に基づき策定する 

「地方再犯防止推進計画」を包含した計画   

・ 新 規 「社会福祉法」第 106条の５に規定する 

「重層的支援体制整備事業実施計画」を包含した計画  
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２ 小山町社会福祉協議会第６次地域福祉活動計画 

小山町社会福祉協議会第６次地域福祉活動計画は、社会福祉法において地域福祉を

推進する中核的な団体として位置付けられている社会福祉協議会が呼びかけて、住民

や地域において社会福祉に関する活動を行う人、社会福祉を目的とする事業（福祉サー

ビス）を経営する人が相互協力して策定する地域福祉の推進を目的とした民間の活動・

行動計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小山町地域福祉計画 
 

小山町成年後見制度利用促進基本計画 

小山町再犯防止推進計画 

小山町重層的支援体制整備事業実施計画 

 

即す 

小山町総合計画 

関連計画 

小山町子ども・子育て支援事業計画 

おやま障がい者福祉プラン 

小山町保健計画 

小山町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画 

小山町男女共同参画社会づくり行動計画 

小
山
町
地
域
福
祉
活
動
計
画 

 
連携 

協働 

整合 
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３ 計画の期間 

「小山町第５次地域福祉計画」及び「小山町社会福祉協議会第６次地域福祉活動計

画」は、令和７年度から令和11年度までの５年間とします。 

本計画は「小山町総合計画・前期計画」に即して策定するほか、「子ども・子育て支

援事業計画」をはじめとする関連計画の地域福祉推進の理念を相互につなぎ、行政と社

会福祉協議会が連携・協働して取り組むべき基本的な施策を明らかにするものです。 

なお、地域福祉を取り巻く社会情勢や、経済・地域の状況の変化を踏まえ、計画期間

途中においても必要な見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

(2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030)

地域福祉計画
地域福祉活動計画

第４次 第５次

第５次 第６次
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４ 根拠法令 

本計画は、社会福祉法第107条を法的根拠として策定される「市町村地域福祉計画」

であり、高齢者、障害のある人、子ども等を対象とするそれぞれの福祉計画に対する上

位計画として位置付けられるものです。 

 

 

■社会福祉法第107条 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定

める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとす

る。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通

して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努

めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び

評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計

画を変更するものとする。 

 

 

本計画では、小山町における地域共生社会の実現にむけて、社会福祉法第106条の３

に示される「包括的な支援体制の整備」の具体的内容を示すとともに、特に同法第106

条の５第２項に関係する「重層的支援体制整備事業」については、同法106条の５に基

づいて「重層的支援体制整備事業実施計画」を定めます。加えて本計画は、再犯の防止

等の推進に関する法律第８条にもとづいて各自治体が策定する「地方再犯防止推進計

画」および、成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条に基づいて各市町村が定め

る「成年後見制度利用促進基本計画」についても枠内に取り込み、それらの内容につい

ても定めます。 
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■社会福祉法第106条の３ 

（包括的な支援体制の整備） 

第百六条の三 市町村は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとす

る地域の実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地

域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行わ

れ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努め

るものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域

住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施

その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な

情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めること

ができる体制の整備に関する施策 

三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う

者その他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の

下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策 

２ 厚生労働大臣は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとする前

項各号に掲げる施策に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表

するものとする。 

 

 

■社会福祉法第106条の５ 

（重層的支援体制整備事業実施計画） 

第百六条の五 市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第百六条の三第

二項の指針に則して、重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため、重

層的支援体制整備事業の提供体制に関する事項その他厚生労働省令で定める事項を定

める計画（以下この条において「重層的支援体制整備事業実施計画」という。）を策

定するよう努めるものとする。 

２ 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更するとき

は、地域住民、支援関係機関その他の関係者の意見を適切に反映するよう努めるもの

とする。 

３ 重層的支援体制整備事業実施計画は、第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計

画、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画、障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十八条第一項に規定する市町村

障害福祉計画、子ども・子育て支援法第六十一条第一項に規定する市町村子ども・子

育て支援事業計画その他の法律の規定による計画であつて地域福祉の推進に関する事

項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

４ 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更したとき

は、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか、重層的支援体制整備事業実施計画の策定及び変更に関

し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 
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■再犯の防止等の推進に関する法律第８条 

（地方再犯防止推進計画） 

第八条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町

村における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再犯

防止推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表するよう努めなければならない。 

 

 

■成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条 

（市町村の講ずる措置） 

第十四条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう

努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的

な事項を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会

その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

 

 

５ ＳＤＧｓに照らした理念 

ＳＤＧｓ（エス ディー ジーズ）とは、

平成27年９月の国連サミットで採択され

た「持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals）」のことで、令和12 年

までに達成する17の目標と169のターゲッ

トで構成され、「誰一人取り残さない」こと

を理念とした国際社会共通の目標です。 

ＳＤＧｓは、自治体においても地方創生を推進するため、その達成に向けた推進が

求められていることから、本計画においても理念を照合して施策を推進します。 

 

 

 

 

  

１ 貧困をなくそう 

３ すべての人に健康と福祉を 

４ 質の高い教育をみんなに 

10 人や国の不平等をなくそう 

11 住み続けられるまちづくりを 

16 平和と公正をすべての人に 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 

＜本計画に関係するＳＤＧｓ＞ 
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第３節 地域共生社会と地域生活課題 

『地域共生社会』とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という

関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と

資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生き

がい、地域をともに創っていく社会をいいます。(平成29年2月7日 厚生労働省「我が

事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定) 

『地域生活課題』とは、福祉サービスを必要とする地域住民及びその世帯が抱える福

祉、介護、介護予防、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを

必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他、あらゆる分野の活動に参加する機

会が確保されるうえでの各般の課題をいいます。（社会福祉法第4条第2項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「令和６年 地域共生社会のあり方検討会議 資料」より） 
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≪参考≫ 地域共生社会の実現に向けた取組の検討経緯 
 

平成 29 年改正社会福祉法の概要（抜粋） 

29 52  

 

「地域共生社会」の実現に向けた地域づくり・包括的な支援体制の整備 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

令和２年改正社会福祉法の概要（抜粋） 

52  

 

「地域共生社会」の実現に向けた改正の趣旨 

 

 

28  

 

 

 

  

 

 

 

 

  

NPO
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第２章 小山町の現状 
 

第１節 人口・世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：住民基本台帳（各年3月31日現在） 

 

 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年3月31日現在） 
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（単位：世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年3月31日現在） 

 

 

 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年3月31日現在） 
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成美 明倫 足柄 北郷 須走 小山 北郷 須走

小学校 中学校

平成２８年 152 132 97 317 268 212 156 92

平成２９年 156 129 97 326 258 209 130 85

平成３０年 158 126 90 330 251 208 139 81

平成３１年 149 121 82 332 259 198 142 78

令和２年 139 119 85 351 219 199 146 80

令和３年 131 114 65 352 223 205 144 89

令和４年 139 120 68 361 228 182 161 95

令和５年 129 129 70 366 196 165 163 107

令和６年 128 122 75 352 186 148 161 95

0
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在園者数の推移

幼稚園 保育園・こども園(R2以降は全園がこども園)

第２節 子どもの状況 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：小山町住民福祉部こども未来課調べ（各年3月31日現在） 

 
 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：小山町住民福祉部こども未来課調べ（各年５月１日現在） 
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（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：小山町住民福祉部こども未来課（各年５月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小学生 中学生 小学生 中学生

要保護 準要保護

平成２８年 0 0 53 23

平成２９年 0 0 53 36

平成３０年 0 0 44 36

平成３１年 0 0 36 30

令和２年 0 0 33 26

令和３年 3 0 23 20

令和４年 3 0 22 20

令和５年 1 0 20 20

令和６年 2 1 16 21

0

10

20

30

40

50

60

要保護・準要保護の児童生徒数の推移
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高齢者のいる世帯の推移

一人暮らし世帯世帯数 夫婦のみ・その他の高齢者世帯 世帯数

子らとの同居世帯 世帯数 65歳以上のいる世帯 （全世帯に対する割合）

第３節 高齢者の状況 

 

（単位：人・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：住民基本台帳（各年3月31日現在） 

 

                                                                               （単位：世帯・％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：小山町住民福祉部長寿介護課調べ（各年3月31日現在） 

※令和６年度は調査方法が異なるため数値を補正しています。  
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出典：小山町住民福祉部長寿介護課調べ（各年3月31日現在） 

 

 

（単位：人・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：小山町シニアクラブ連合会調べ（各年3月31日現在）  

（会員数） （加入率） 
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第４節 障がいのある人・困窮世帯の状況 

 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：小山町住民福祉部社会福祉課調べ（各年3月31日現在） 

 

 

（単位：世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：小山町住民福祉部社会福祉課調べ（各年3月31日現在） 
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第５節 地域福祉活動の状況 

 

（

（単位：世帯・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社会福祉法人小山町社会福祉協議会調べ（各年3月31日現在） 
 

 

（

（単位：団体・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社会福祉法人小山町社会福祉協議会調べ（各年 3 月 31 日現在）  

（会員世帯数） 

（加入率） 

（登録団体数） （所属人数） 
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第３章 計画の体系 
 

【基本理念】  

共に支え合い誰もが安心して暮らせる地域社会の実現 
 
 

本町の地域福祉計画においては、福祉ニーズの多様化・複雑化を踏まえ、制度の

狭間の問題や複合的な課題等を、当事者や家族だけの問題ではなく、地域全体の問

題としてとらえ、制度・分野をこえた様々な視点から多機関の協働による包括的支

援体制と、住民が主体的に問題を把握し解決を試みるための仕組みづくりの構築を

目指し「誰もが役割と生きがいを持てる社会を醸成し地域における人と資源の循環

をすすめる」を基本理念として様々な施策を進めてきました。 

「第５次地域福祉計画」「第６次地域福祉活動計画」においても、これまでの基本

理念を踏襲しつつ、地域住民が安心して生活できる環境を整えることを重視すると

ともに、新たに「再犯防止推進」「重層的支援体制の強化」の取組みを加えることで、

より包括的かつ継続的な支援の構築を目指し、誰もが安心して共に支え合う地域社

会を実現するため、３つの基本視点と16項目（ 1-1 ～ 3-5 ）の基本目標を記述し

ています。また、基本目標ごとに、「住民などに求めたいこと」を加えて、協働して

取組むことの大切さを表現しました。 
 

【基本視点】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域福祉を担う関係者だけでなく、地域に暮らす一人ひとりの福祉のここ

ろを育て、ボランティアの輪を広げるほか、住民参加の充実や活動環境の

充実により、“共に支え合う福祉の人づくり”を進めます。 

基本視点 １ 福祉の人づくり  ≪人間力≫ 

安心して暮らし続けることのできる地域福祉を創っていくため、高齢者や

子ども、障がい者、その他の暮らしにくさを抱える人たちを支え、協働し

ていく“共生の地域づくり”を進めます。 

基本視点 ２ 共生の地域づくり ≪地域力≫ 

地域福祉を支えている様々な制度やサービス、体制・ネットワークを維持

するとともに、限られた社会的資源のなかで充実させ、将来への礎として

いく“福祉の基盤づくり”を進めます。 

基本視点 ３ 福祉の基盤づくり ≪福祉力≫ 
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【基本目標】  

基本視点１ 福祉の人づくり  ≪人間力≫ 
 

1-1 福祉のこころを育てる 
 

1-2 ボランティアの輪を広げる 
 

1-3 住民参加・交流活動を支える 
 

1-4 地域福祉の活動環境を充実する 
 

 
基本視点２ 共生の地域づくり ≪地域力≫ 
 

2-1 地域の実情に応じた取組みを進める 
 

2-2 消費者被害の未然防止・拡大防止 
 

2-3 障がい者の生活・就労を支援する 
 

2-4 地域ぐるみで子育てを支援する 
 

2-5 支援を必要としている人の安全と安心を守る 
 

2-6 権利擁護の取組みを進める ～ 成年後見制度利用促進基本計画 ～ 
 

2-7 再犯防止の取組みを進める ～ 再犯防止推進計画 ～   
 

 
基本視点３ 福祉の基盤づくり ≪福祉力≫ 
 

3-1 サービスを利用しやすい仕組みをつくる 
 

3-2 関係組織のネットワーク化を進める 
 

3-3 サービスの提供を充実する 
 

3-4 重層的な支援体制の構築 ～ 重層的支援体制整備事業実施計画 ～ 
 

3-5 社会福祉協議会の基盤を強める 
 

 

【住民などに求めたいこと】  
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第４章 基本計画 
 

基本視点１ 福祉の人づくり ≪人間力≫ 

 

１－１ 福祉のこころを育てる 

ᾴẈ ˞ ẻᴁΪ ˞ ẻЉ ᴁΪ ḱ1 ˀͮ

ḱ ֕ᾒ ὡ ͵ ằ̻  

᷈ ἐ βᵶ מּ· Ẫ˟ מּ· ằ̻ ´−Љῲ Ἢᾝ Ἢ

ε ἐ 85 ằ̻ ε ḱ12  

ằ̻ ˋắ פֿ Ѳ •

+ ẻ  

ὡ ж ˞ ⁵ פֿ ↑ Ḁ ằ̻

Ὼ ᶺ Ϲᶡ ẻӰ˟Љ ᷈ ἐ

Ẫ • ⅎ ѕᵺ ˞ ẻ Ὼ Ѿγ

Ϲ ӡ ˟ ˞ ẻ ₢⁮  

 

施策 施策内容 主体 

①地域福祉を高める

啓発活動の推進 

 
2

 

ICT

 

 

 

 

②福祉教育推進への

支援 

 

 

 

 

③学校におけるボラン

ティアプログラムの

実施 
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施策 施策内容 主体 

④人権啓発の推進 

 

 

⑤認知症サポーター

（※3）養成講座の

推進 

 
 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○イベントや行事、研修会などに積極的に参加して、支え合いについて考えましょう。 

○身近に困っている人がいないか気にかけ、困っている人がいたら声をかけましょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

認知症サポーターの数 

（累計） 
3,656人 4,400人 

認知症サポーター養成講座の

延受講者数 

 
1

 

2

 

3

 

 

 

  



 

22 

 

１－２ ボランティアの輪を広げる 

ḱ Љ ֜ Ẫ γPTA ᾤ 18 ṇ

ˀῲὡ Ѕ ᵅṖ ẇͽ ε εs ἐ 4 ὡ

ẇͽתᴻ Ḛᵭẇͽ ε ẇͽ

Љ ∕ ѻ ḱ18  

 Ӳ ὡ ẇͽ Ӝ

ṉ ї Ẫ˟ ằ̻ ảʼ ᶼḹ ϋḼ

Ἠ♯ Ἠ♯ ӏ

Ѿ ᷈  

˞Љ ὡ ẇͽ ằ Љ ˟→ҷ ằ̻

65 ṇˀῲ ⅎ ˞ ẻ Ἢ ⁵ṗ

ֳ ˟→ Љ ẚ♯ ┤Ԇ Ἠ ♯  

 

施策 施策内容 主体 

①健康づくり等を担う

人材の育成 

 
65

 

 

 

②多様なボランティア

プログラムの提供 

 

 

 

 

③講座や研修会等へ

の参加促進 
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施策 施策内容 主体 

④身近な地域におけ

るボランティア活動

への参加を推進 

 

1

 

 

⑤ボランティアのマッ

チング 

 

 

 

⑥災害ボランティア・コ

ーディネーター（※

2）等の育成 

 

 

 

 

⑦「ボランティア休暇

制度（※3）」導入の

促進 

 

 

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○健康づくりのイベントなどに参加して、同じ分野に興味のある人と交流しましょう。 

○興味のあるボランティア活動に参加しましょう。 

○大規模災害時のボランティア活動や企業のボランティア休暇について、関心を持ちま

しょう。 
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【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

「地域福祉のためのボラ

ンティア活動等に、進ん

で参加したい」と回答す

る町民の割合 

37% 42% 町民意識調査(※4) 

全中学生数に占めるボラ

ンティア登録数の割合 
38.6% 50% 

教育委員会ボランティアセン

ターへの登録者 

ボランティア団体登録数 17団体 22団体 
社会福祉協議会ボランティア

センターへの登録団体 

 
1

 

2

  

3

 

4
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１－３ 住民参加・交流活動を支える 

˞♯– ẇͽ  Ӳ 18 ṇˀῲ ₲ 47.1 ὡ ᵅ

Ṗẇͽ ε ẇͽ ֜ Љ 1

פֿ  Ӳ ˢ ε Ὂ ẇͽ פֿ

ᶆד γ˭₲ ͽ ᵂᾶ ˓ổ Љ Љ↑ͯ

ᴦ ḱ16  

ὢỸ ˞−Љ Σ ˞ ᵺ ˓ổ Љ↑ͯ

⁬֕ ˞ ẻЉ −ˇ˭ ố ˇ 2˭ Љ −Љ

Ξ ˞ ˢ⁵ ᷈ ἐ ΅ ⁵ ˞ ằ ẚ♯

⁮ • Ѕ ֳ ˟→ ằ̻

₢⁮  

 

施策 施策内容 主体 

①地域コミュニティの

活動支援 

 

 

 

②おやま健康マイレー

ジ制度（※3）の活用

による地域コミュニ

ティの活性化 

 

 

 

③高齢者の生きがい

活動の促進 

4
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施策 施策内容 主体 

④シニアクラブへの支

援 

 

 

 

⑤多機関との協働に

よる事業の推進 

 

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○健康づくり、ボランティア活動などに参加し、おやま健康マイレージ制度を活用しま

しょう。 

○地域コミュニティに関する知識や経験を次の世代に伝えていくとともに、活動への参

加を呼びかけましょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

おやま健康マイレージの

利用者人数 
944人 2,000人 

おやま健康マイレージ活動を

おこなっている実人数 

「高齢者が自立していき

いきと暮らしている」と

回答する町民の割合 

44% 55% 町民意識調査 

 
1 60

 

2

 

3 18

30  

4
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１－４ 地域福祉の活動環境を充実する 

᷈ ⁬ⅎ ⅎ +ͽ ῑ ⁵ + ᴳἩ −Љằ̻

˞ ằ Ḁ ⅝ ˓ổ ὢỸ Ὣ ↑ ᷈ ḱ

−Љḛ ằ ỡ ᴜᶕ ṉϓỖ ͒ פֿ

ḱ9  

᷈ ἐ ằ Ἠ♯ ὡ Ầ ҁᴄ ᵺ Ὼ

˞ ӌῺᾒ 1 ☺Ḋϧ ᶓ Ἆγẇ

ͽ Ѿγ + Ἆγ ᵑ δΉ βᵶ ϋ╚

ᴜᶕ ẻγњ Љ ᶺ  

Ḛᵭ ˞ ẻ ᶽᴭ Љ ᶆ ằ̻ ˓ổ ὢỸ

᷈ ἐ ᵺ Ἢ ϯ ˞ ∞Ͼ ᶓ Љ ằ̻ ˞ ẻ

Љ уӨ ὢỸ  

 

施策 施策内容 主体 

①「居場所づくり」施策

の推進 

2

 

 

 

②健康づくりの拠点と

しての健康福祉会

館の有効活用 
 

 

③家族介護者の負担

軽減 

 

 

 

 

④福祉を支える交通

手段の確保 
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《住民などに求めたいこと》 

○身近な地域にある「居場所」（ふれあい茶論など）に参加しましょう。 

○デマンドバスなど地域内を運行している公共交通機関を利用しましょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

居場所の登録箇所数 35か所 40か所 
町に居場所として登録してい

る箇所数 

お達者年齢（※3） 

男性79.1歳 

女性85.1歳 

（令和４年度） 

男性80歳 

女性86歳 
静岡県公表値（翌々年6月） 

「みんなが主体的に健康

づくりに取り組んでい

る」と回答する町民の割

合 

40% 50% 町民意識調査 

 
1

 

2

60

 

3 0
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基本視点２ 共生の地域づくり ≪地域力≫ 

 

２－１ 地域の実情に応じた取組みを進める 

ᾶẪ᷈ ͯ פֿ ͯ פ ´−Љ ḛ ṽͯ

ỡ⁬ מּ· ᴜᶕ Ẫ˟ βᵶ ұ ẻ ḛ ổ

ὡ ˞ Ἢᾝ ằ Ἠ♯ Ҿ  

ⅎ ѕᵺ ᴳἩ ↑ ϧ ˞ їגἐ ὡ χ

Ḁ Ὣ ӡ ủ ᷈ ˞ Ξ δᴒ ᶆ ᶺ↓ Ἆγ

ẻӣҡγ їגѾї ꞈᵧ ע ӣ ˞ ᷈

Ằ  

 

施策 施策内容 主体 

①地域のことについて

話し合う場づくり 

 

 

 

 

 

 

②公共施設や空き店舗

等の有効活用 

 
 

 

 

③身近な地域生活課題

を相談し、解決できる

仕組みづくり 

 

 

 

④属性を問わない相談

支援（※2）体制の強

化 

 

1
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《住民などに求めたいこと》 

○自分たちが暮らす地域をより良い地域にしていくために、普段から住民同士の交流を

深めましょう。 

○行政や社会福祉協議会などが発信する情報に関心を寄せるとともに、地域活動に可能

な範囲で支援に参加しましょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

「町民が地域で互いに支

え合って暮らしている」

と回答する町民の割合 

57% 65% 町民意識調査 

福祉総合相談事業におけ

る相談対応件数 
835件 900件 

小山町社会福祉協議会が対応

した福祉総合相談対応件数 

民生委員・児童委員の相

談及び情報提供件数 
631件 650件 

民生委員・児童委員が対応し、

情報提供した年間相談延件数 

 
1

 

2  
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２－２ 消費者被害の未然防止・拡大防止 

֕ ᷈ ͯ ⁮ ầ ἎγתṈ῾⅞ ʣͯ Ỏԃἐ Ἢᶅ ᶐ ͯ

ṽͯ ᷈ ἐ • Ή ἐ ϓ ☺Ḋ +ͽ Ή ἐ ϓ

ặ ˞ Ϲᶡ ᷈ ἐ Ή ἐӰ˟ ₢⁮ ⅝ ⁮ ᷈ ἐ ΅

ἐ ⁵ ˋủ ᷈ מּ· ӣ ꞈ Ѿї

Ὣ  

ὡ χ Ή ἐ ϓ ї ủ ‰ ᴳἩ Љ Ӫͯ

Ή ἐ ϓ − ϩ ặ  

 

施策 施策内容 主体 

①消費者被害の防止

に向けた意識啓発 

LINE

 

 

 

②消費生活センター

（※1）との連携 

 

 

③消費者被害を防ぐ

見守り 

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○契約する前に分からないこと、不安なことがあれば、消費生活センターなどに相談し

ましょう。 

○一人暮らし高齢者など、被害にあいやすい人がトラブルに巻き込まれないように、普

段から声をかけましょう。 
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【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

「消費生活のトラブルが

少なく、安心して生活が

できる」と回答する町民

の割合 

78% 85% 町民意識調査 

小山町消費生活センター

への相談及び情報提供件

数 

142件 200件 

小山町消費生活センターへの

相談件数をトラブル防止につ

ながった件数として積算 

 
1
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２－３ 障がい者の生活・就労を支援する 

΅ ⁵ ˞−Љ ˒ᶺ Ằ ΅ ἐ Ἆγẇͽ ᶆ

ז Љ 1 ˞Ἆγ Ѕ

ổ ὀ ᾶ Ṉת ỡ Ὣ Ỏԃἧ ї

Ѿїג δ ˢ ὀ ẻ ὀ ằ̻ ⁮  

 

施策 施策内容 主体 

①障がいのある人の

社会参加に向けた

啓発 
 

 

 

②公共施設を活用し

た社会参加の場の

確保 
 

 

③障がい者就労への

支援 

 

 

④相談支援体制の強

化 

 

 

⑤福祉サービスの充

実 

 

 

⑥手話通訳者の育

成・派遣 

 

 

⑦就労支援施設の機

能の拡充 
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施策 施策内容 主体 

⑧授産製品の販路拡

大 

 

 

⑨障害者差別解消に

向けた取組み 

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○さまざまな場面をとらえ、社会参加している障害のある人と交流しましょう。 

○役場本庁などに設置・販売している就労支援施設で作成した授産製品を購入すること

で、障がいのある人の自立を支援しましょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

「障がいのある人が社会

参加し、自立している」と

回答する町民の割合 

20% 30% 町民意識調査 

 
1

 

2
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２－４ 地域ぐるみで子育てを支援する 

Ẫ ἣἐ ể Ẫ Ḿ◘ ̫ ˢ ᶳ Ỏἐ ˋᴳ

↓ṭ ̛ Ἆγ Ỹᵅ ᶆ Ἠ♯ Ằ ˞

Ἆγỉᵃ ┤Ԇ ╕ ˞ ẻ

ᾴẈ ᶂΌ Ἠ♯ ѻ  

1 Ѿ ˓ổ ᶆῲ ˞⁵ṗ ϯ

Ϲᶡ ̴ 2 ע ằ̻ ꞈ ⅝ ὢỸ ⁬֕ ὡ −ˇ˭ ố

ˇ˭ יד ằ̻ ᾶẪͯ ⁮ ˞ Ẫ˟ ằ̻

 

 

施策 施策内容 主体 

①相談員の包括的な

支援体制の構築 

 

 

 

②ファミリー・サポー

ト・センター受託会

員への参加促進 
 

 

③子育て支援事業の

PR 

BOOK

 

 

④幼児教育・保育無償化 

 

 

⑤こども園への入所調

整 
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施策 施策内容 主体 

⑥保育ニーズへの対

応 

 

 

⑦「こども家庭センタ

ー」の新設 

 

R7.4

 

 

 

⑧児童虐待（※3）防

止の啓発や働きか

け・相談体制の強化 

4

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○虐待についての正しい知識を持ちましょう。 

○些細なことであっても、虐待などの可能性に気づいたときは、町や民生委員・児童委

員、警察などに相談しましょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

ファミリー・サポート・セ

ンターにおける協力会員

数 

37人 45人 

ファミリー・サポート・セン

ターに登録している協力会員

数 

「安心して子どもを生み

育てる環境が整ってい

る」と回答する町民の割

合 

51% 55% 町民意識調査 
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1

 

2

 

3  

4
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２－５ 支援を必要としている人の安全と安心を守る 

ḱ ṉϓỖ ằ Ḁ ḙ

∞ Ḁ ˞ ̻ᾝ ⅝ ᶣ ˞᷈ ἐ ΅ ἐ

ᶺ ằ̻ἐ 1 ʤ פֿ₲ ằổ ḱ31  

ằ̻ ´ ∞ Ḁ ṉ ⅝ ὢỸ

ằ̻ ⁵ ᵌ ᴁΪ 2 ṥ→ ˞ ʸ☺ ʸ• Ἡ Ἠ♯

נּװ ⁮  

Ή Ҽһ ᵺ ʸ☺ Ἠ♯ ᵑ ᵑ уӨ ˞

ᵧᾝ ӡᾝ ͒ ὢỸ  

 

施策 施策内容 主体 

①防災体制の充実に

向けた意識啓発 

ICT

 

 

②避難行動要支援者

に対する個別避難

計画等の作成 

 

 

 

 

③災害ボランティアセ

ンターの設置 

 

 

④町民と消防関係機

関等が連携した快

適生活の確保 
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施策 施策内容 主体 

⑤高齢者にかかる交

通事故防止の取組

み 

 

 

 

 

⑥運転免許返納への

支援 

 

 

 

⑦高齢者の安心・安

全な運転への支援 

 

 

⑧自殺対策の効果的

な展開 

 
3

SOS

 

 

⑨孤立・孤独・ひきこも

り対策の推進 

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○孤独・孤立・ひきこもりについて、周りの人に関心を持ち、できる範囲で困っている

人を支援しましょう。 

○自家用車の運転に不安を感じる、または、周囲から運転をやめるよう促されたときは、

運転免許証の返納を検討しましょう。 

○防災訓練に参加して、防災への意識を持ち避難所の確認、食料の備蓄などの準備をし

ておきましょう。 

○自分だけでは避難が難しい人、自力での避難に自信がない人は、避難行動要支援者名

簿の登録や、個別避難計画の作成を検討しましょう。  
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【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

地域防災訓練参加者数 6,043人 6,000人 

各自主防災会が主体となって

実施する地域防災訓練に参加

した人数（今後の人口減少を

想定し、目標値を維持する指

標とする。） 

 
1

 

2

 

3
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２－６ 権利擁護の取組みを進める 【成年後見制度利用促進基本計画】 
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施策 施策内容 主体 

①成年後見制度の普

及啓発  

 

 

 

②横断的なケース会

議の開催 
3

 

 

 

③成年後見制度利用

促進懇談会の継続

開催 
 

 

 

④地域連携ネットワー

ク連絡協議会の設

置・開催 
 

 

 

 

⑤権利擁護支援セン

ター事業の実施とＰ

Ｒ 

 

 

 

 

⑥成年後見制度の利

用促進 
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施策 施策内容 主体 

⑦法人後見事業の充

実 4

 

 

 

⑧市民後見人の育成 

5

 

 

 

 

⑨日常生活自立支援

事業の継続実施 

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○成年後見制度の対象となりそうな人に気づいたら、町や社会福祉協議会などに相談し

ましょう。 

○成年後見制度に興味のある人は、市民後見人養成講座に参加しましょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

市民後見人、生活支援員

又は後見支援員として活

動している人数 

７人 10人 

市民後見人養成講座を受講さ

れた方のうち、活動している

人数 

 
1

 

2

 

3 DV Domestic Violence

 

4

NPO  

5
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２－７ 再犯防止の取組みを進める 【再犯防止推進計画】 
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施策 施策内容 主体 

①再犯防止活動に関

する情報の発信 

 

 

 

②就労・住居の支援 

 

 

 

③犯罪・非行をした人

が地域で孤立しな

いための支援 

 

 

 

 

④非行防止と修学支

援 
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施策 施策内容 主体 

⑤保護司と更生保護

ボランティアの確保

と活動支援 
 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○社会を明るくする運動に協力しましょう。 

○犯罪や非行から立ち直ろうとしている人に対し、偏見を持たず、温かい目で見守りま

しょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

「社会を明るくする運

動」を知っている町民の

割合 

63.4％ 70％ 町民意識調査 

「交通事故や犯罪が少な

く、安全で安心して生活

ができる」と回答する町

民の割合 

78％ 85％ 町民意識調査 
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基本視点３ 福祉の基盤づくり  ≪福祉力≫ 

 

３－１ サービスを利用しやすい仕組みをつくる 
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施策 施策内容 主体 

①地域包括ケアシス

テムの構築 

 

 

②認知症対策の推進 

1

2

 

 

③医療機関や介護事

業者との連携 

 

 

④多様化・複雑化する

福祉ニーズへの支

援体制の推進 
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施策 施策内容 主体 

⑤相談員の対応力の

強化と PR 

 

 

 

 

 

⑥高齢者の孤立防止

の推進 3

 

 

 

⑦生活支援体制整備

事業の実施 

4

 

 

 

⑧生活困窮者支援の

ための相談支援の

充実 

5

 

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○自分で問題を抱え込まずに相談できるように、日頃から相談窓口などの情報を収集し

ましょう。 

○生活に困窮している人や虐待、DV を受けている心配がある人に気づいたら、町や民

生委員・児童委員、社会福祉協議会などに相談しましょう。 

○地域で孤立していそうな高齢者がいたら、声をかけたり見守りをしましょう。 
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【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

ふれあい茶論運営協力委

員のうち65歳未満の登録

者数 

24人 35人 

ふれあい茶論運営協力委員の

うち65歳未満の登録者数 

 
1

 

2

 

3

 

4

 

5
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３－２ 関係組織のネットワーク化を進める 
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施策 施策内容 主体 

①見守りネットワーク

機能の拡充 

 

 

 

 

②地域福祉関係団体

の連携強化 

1

 

 

 

 

③在宅医療・介護関

係団体等による連

携・機能強化 

 

 

 

 

④就労に関する機関

の効果的な連携の

推進 
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《住民などに求めたいこと》 

○高齢者や障がいのある人、介護や子育てが忙しすぎる人、8050問題やヤングケアラ

ー、困難な課題に陥りやすい人など、困りごとを抱えている人を知ったときは、遠慮

なく相談するよう促しましょう。 

○地域での見守りや声掛けを通じて、地域での支援を必要とする人を発見したときは、

困りごとの内容を聞き、必要な支援や地域での助け合いにつなげましょう。 
 
 
 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

おやま福祉介護アライア

ンス・ネットワーク会議

構成法人加入率 

100％ 100％ 

おやま福祉介護アライアン

ス・ネットワーク会議構成法

人等の参加団体加入率 

複数法人連携による生活

支援サービス事業数 
2事業 4事業 

2以上の法人が連携して実施

している生活支援関連サービ

ス事業数 

 
1
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３－３ サービスの提供を充実する 
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施策 施策内容 主体 

①利用者の適切なサ

ービス選択の確保 

 

 

②介護事業所等のサ

ービス向上に向け

た取組み 
 

 

 

③買い物困難者等に

対する移動支援体

制の推進 

1

 

 

 

 
 

《住民などに求めたいこと》 

○情報発信されている福祉サービスの内容や利用方法等について、正しい知識を身につ

けましょう。 

○町内で提供されている福祉サービスについて、町や社会福祉協議会に相談しましょう。 

○福祉サービスの情報について、地域で話し合いましょう。 
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【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

住民参加型福祉サービス

「オンリー・ユー♪」の延

利用件数 

107件 150件 

社会福祉協議会が実施してい

る住民参加型福祉サービス

「オンリー・ユー♪」の年間延

利用件数 

高齢者向け配食サービス

「おまち堂」（※2）の延利

用件数 

1,103件 2,000件 

社会福祉協議会が他の社会福

祉法人との連携により実施し

ている高齢者向け配食サービ

ス「おまち堂」の年間延利用件

数 

 
1 NPO

 

2
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３－４ 重層的な支援体制の構築 【小山町重層的支援体制整備事業実施計画】 
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➀包括的支援体制整備事業（社会福祉法第 106条の 4 第 2項第 1号） 

設置形態：基本型（既存の体制を利用） 

施策 施策内容 主体 

➀－1 

地域包括支援センター 

の運営 

 

 

➀－2 

障害者相談支援事業 

 

 

 

➀－3 

利用者支援事業 
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施策 施策内容 主体 

➀－4 

福祉事務所未設置町

村による相談事業 

 

 

 

②参加支援事業（社会福祉法第 106 条の 4 第 2 項第 2 号） 

施策 施策内容 主体 

②－１ 

参加支援事業 

 

 

 

③地域づくりに向けた支援事業（社会福祉法第 106条の 4 第 2 項第 3 号） 

施策 施策内容 主体 

③－1 

地域介護予防活動支

援事業 
 

 

③－2 

生活支援体制整備事

業 
 

 

③－3 

地域活動支援センター 

事業 

 

 

③－4 

地域子育て支援拠点 

事業  

 

③－5 

生活困窮者支援等の

ための地域づくり事業 
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④アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（社会福祉法第 106 条の 4 第 2 項第 4 号） 

施策 施策内容 主体 

④－1 

アウトリーチ等を通じた 

継続的支援事業 

 

社  

 

⑤多機関協働事業（社会福祉法第 106 条の 4 第 2 項第 5 号及び第 6 号） 

施策 施策内容 主体 

⑤－1 

多機関協働事業 

1

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○困ったことがあったら一人で抱え込まないで、身近な人や専門的な相談機関、町の相

談窓口に相談しましょう。 

○身の回りで困りごとを抱えている人を知ったときは、遠慮なく相談するよう促しまし

ょう。 

 

【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

地域生活課題に関する相

談件数 
141件 200件 

行政や関係機関に寄せられた

個人・地域の様々な困りごと

の件数（包括的支援体制整備

事業での取組） 

「地域（近所）において、

自身や家族の悩み事など

を真剣に相談できる人間

関係が構築されている」

と回答する町民の割合 

28％ 40％ 町民意識調査 

1
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重層的支援体制整備事業のイメージ 

 

 

  

・地域介護予防活動支援事業 

・生活支援体制整備事業 

・地域活動支援センター事業 

・地域子育て支援拠点事業 

・生活困窮者支援等のための 

地域づくり事業 

地域住民 

相談支援包括化ネットワーク会議 

【介護】地域包括支援センターの運

営 

【障害】障害者相談支援事業 

【子ども】利用者支援事業 

【生活困窮】福祉事務所未設置町村

による相談事業 

 

① 包括的相談支援 

（断らない相談支援体制） 

支援プラン 

支援関係機関や地域住
民等の地域の関係者と
の連携を通じた情報収
集、事前調整、関係性
構築に向けた支援、家
庭訪問及び同行支援 

⑤ 多機関協働事業 

 

相談受付（相談支援が

早期に関わる必要が

ある場合は支援決定

前から支援を行う）、

プラン作成（相談受

付・アセスメントを行

いプランの作成を行

う）、支援の実施（本人

やその世帯の支援ニ

ーズを踏まえたマッ

チングと社会参加に

向けた支援のための

メニュー作り）、終結

後のフォローアップ。 
専門家によるアドバイス 

（医師・学識経験者、弁護士等） 

③ 地域づくりに向けた支援 ② 参加支援事業 

支援 支援 支援 相談 参加 

連携 

連携 

作成 

連携 

連携 

連携 
連携 

支援 

④ アウトリーチ等を通

じた継続的支援事業 

連携 

連携 
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３－５ 社会福祉協議会の基盤を強める 
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施策 施策内容 主体 

①財源の確保 

 

 

 

 

②マンパワーの確保 

 

 

 



 

57 

施策 施策内容 主体 

③職員の資質向上 

 

 

④新役員研修の充実 

 

 

⑤公益的な活動の推

進 

 

 

⑥組織力の強化 

 

 

⑦協働による包括支

援体制の強化 

 

 

⑧社会福祉協議会へ

の参加促進 

 

 

 

《住民などに求めたいこと》 

○社会福祉協議会が発信する地域福祉に関する情報を収集しましょう。 

○社会福祉協議会の活動に参加・協力しましょう。 
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【目標（指標）】 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 
目標値 

（令和１１年度） 
指標の説明 

自主財源の確保 5,538世帯 5,565世帯 社会福祉協議会の会員世帯数 

理事会及び評議員会の出

席率 

理事会 82％ 

評議員会84％ 

理事会 93% 

評議員会 85% 

小山町社会福祉協議会におけ

る理事会及び評議員会の年間

平均出席率 

社会福祉協議会における

社会福祉士・介護福祉士

及び精神保健福祉士（※

1）の有資格者数 

15人 17人 

国家資格である社会福祉士、

介護福祉士及び精神保健福祉

士の資格を有している社会福

祉協議会の職員数（重複取得

している場合は、資格数を算

出） 

 
1
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第５章 計画の推進に向けて 
 
 

１ 協働により計画を推進する 

地域の多様な生活課題やニーズに対応していくためには、町民や自治組織をはじめ

とした地域を構成する様々な主体と行政や社会福祉協議会が連携して、潜在している

多様な福祉ニーズについて把握するとともに、対応が可能な取組については、迅速な

展開へとつなげていくことが必要となります。 

本計画は、行政（国・県・小山町 等）が中心となって、生活に身近な福祉課題に

ついての施策をまとめる「地域福祉計画」と、小山町社会福祉協議会が住民との活動

や、地域福祉の充実を掲げている「地域福祉活動計画」の二つの計画を一つの計画と

して取りまとめています。 

この計画策定によって、取組みの重点的かつ効率的な実施や、それぞれの団体や機

関において、発展的な活動展開を図ります。 

また、地域福祉を推進するため、公的支援の充実以外に、町民をはじめとする、民

生委員・児童委員、区、ボランティア、ＮＰＯ、福祉施設・福祉関係事業者と協力・

連携し、それぞれの役割のもと、町民参加型の協働によるまちづくりに取組んでいき

ます。 

 
 

２ 計画の進行管理 

円滑な計画の推進を図り、より効果的な進行管理を行うため、小山町地域福祉計画・

小山町社会福祉協議会地域福祉活動計画合同推進委員会において、毎年進捗状況の点

検・評価を行います。 

このほか、両計画の合同事務局において、取り組みの実施状況等を日頃から確認し

ていきます。 

また、福祉ニーズへの的確な対応、社会情勢や国の動向の変化に的確かつ柔軟に対

応するために、この計画の進行管理は、ＰＤＣＡサイクル「計画⇒実施⇒検証評価⇒

改善（Plan・Do・Check・Action ）」の考え方を基本とします。 
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第６章 資料編 
 

ᾛῇ ᷂Ḣ ᷂Ḣ Ҳ  

 

 

〇調査目的 

本調査は、令和７年度～令和11年度を期間とする小山町地域福祉計画・地域福祉活動計画

の策定の基礎資料として、本町の地域福祉を取り巻く現状や課題を把握することを目的に実

施したものです。 

 

〇調査対象・調査方法 

調査対象  本町にお住いの 18歳以上の町民 

抽出数   400 

抽出法   住民基本台帳による無作為抽出 

調査方法  郵送配布・郵送回収 

調査時期  令和５年 12月～令和６年１月 

調査地域  町内全域 

回収数・率 153(38.3％) 

 

〇留意点 

・集計は小数点以下第２位を四捨五入しています。よって、回答比率の合計は必ずしも100％

にならない設問があります。 

・２つ以上の回答が可能な質問の場合、その回答比率の合計は100％を超える設問がありま

す。 
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回答者の属性 

問１ あなたの性別はどちらですか。 

・回答者は女性の方が多くなっています。 

No.  
回答数 依頼数 

回答率 
数 率 数 率 

1 男性  59 38.6％ 187 46.8% 31.6% 

2 女性  94 61.4％ 213 53.2% 44.1% 

全体 153 100.0％ 400 100.0% 38.3% 

 

問２ あなたの年齢は、何歳ですか。 

・回答者は50歳以上が8割を占めています。 

No.  
回答数 依頼数 

回答率 
数 率 数 率 

1 18歳・19歳 4 2.6% 10 2.5% 40.0% 

2 20歳から29歳まで 5 3.3% 32 8.0% 15.6% 

3 30歳から39歳まで 5 3.3% 43 10.8% 11.6% 

4 40歳から49歳まで 13 8.5% 53 13.3% 24.5% 

5 50歳から64歳まで 40 26.1% 102 25.5% 39.2% 

6 65歳から74歳まで 36 23.5% 75 18.7% 48.0% 

7 75歳以上 50 32.7% 85 21.2% 58.8% 

全体 153 100.0% 400 100.0% 38.3% 

 

問３ あなたは、現在どの地域（小学校区）にお住まいですか。 

・須走小学校区の回答率が平均回答率を下回っています。 

No.  
回答数 依頼数 

回答率 
数 率 数 率 

1 成美小学校区 33 21.6% 85 21.3% 38.8% 

2 明倫小学校区 31 20.3% 71 17.8% 43.7% 

3 足柄小学校区 21 13.7% 43 10.8% 48.8% 

4 北郷小学校区 50 32.7% 127 31.8% 39.4% 

5 須走小学校区 18 11.8% 74 18.5% 24.3% 

全体 153 100.0% 400 100.0% 38.3% 
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問９ 日々の生活で困っていること、悩みは何ですか。(複数回答)  ［基本計画1-4］ 

・回答者で悩みを持っている方の悩みは、健康に関することが多くなっています。 

No.  数 率 

1 自分の健康に関すること 47 16.3% 

2 経済的なこと 31 10.8% 

3 体調の急変や災害など緊急時の対応のこと 37 12.9% 

4 仕事のこと 14 4.9% 

5 防犯や交通安全などの安全面 10 3.5% 

6 終活（身の回りの整理、葬儀、相続等）のこと 21 7.3% 

7 住まいのこと 13 4.5% 

8 介護のこと 14 4.9% 

9 家事・片付け等 10 3.5% 

10 子育てのこと 5 1.7% 

11 移動手段（通院・買い物など） 8 2.8% 

12 認知症のこと 7 2.4% 

13 近所づきあい 3 1.0% 

14 日常的な掃除やごみ出し 1 0.3% 

15 
日常的に未成年の家族に家事や家族の世話・介護をお願い

していること 
3 1.0% 

16 その他 3 1.0% 

17 特にない 61 21.2% 

全体 287 100.0% 

 

 

 

       

     

     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

     

                            

     

自分の健康に関すること 

体調の急変や災害など緊急時の対応のこと 

経済的なこと 

終活（身の回りの整理、葬儀、相続等）のこと 

仕事のこと 

介護のこと 

住まいのこと 

防犯や交通安全などの安全面 

家事・片付け等 

移動手段（通院・買い物など） 

認知症のこと 

子育てのこと 

近所づきあい 

日常的な掃除やごみ出し 

その他 

特にない 
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問12 あなたは、近所に住んでいる、何らかの支援を必要としている方（ひとり暮らしの 高齢者・介護をし

ている家族、子育て中の家族等）への支援（日常生活上の手助け・ お手伝い）について、最も近い

考えはどれですか。  ［基本計画1-1］ 

・回答者の近所の方への支援の意向は、「支援をしたいが、自分のことで精一杯でその余裕がない」

が約４割で、次に多いのは「近所に住む者として、できる範囲で支援したい」が約３割となって

います。 

No.  数 率 

1 近所に住む者として、できる範囲で支援したい 49 32.0% 

2 支援をしたいが、何をすればいいのかわからない 20 13.1% 

3 支援をしたいが、自分のことで精一杯でその余裕がない 61 39.9% 

4 支援は小山町役場などが行う仕事なので、近所の者がしなくてもよい 0 - 

5 余計なお世話になってしまうので、支援はしない 19 12.4% 

6 その他 2 1.3% 

 回答なし 2 1.3% 

全体 153 100.0% 

 

 

  

     

     

     

    

     

    

    

                             

     

近所に住む者として、できる範囲で支援したい 

支援をしたいが、何をすればいいのかわからない 

支援をしたいが、自分のことで精一杯でその余裕がない 

余計なお世話になってしまうので、支援はしない 

その他 

回答なし 
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地域組織等への参加・活動状況  

問16 あなたは、現在、区・班、シニアクラブ（老人クラブ）、子ども会、ＰＴＡの活動等の地域組織活動や地

域のスポーツ団体・サークル等の活動に参加していますか。  ［基本計画1-3］ 

・回答者の約５割の方が地域活動等に参加し、そのうち約４割の方が区・班の活動に参加していま

す。 

No.  数 率 

1 現在参加している 72 47.1% 

2 
現在参加していないが、過去

に参加したことがある 
54 35.3% 

3 参加したことがない 24 15.7% 

4 その他 0 - 

 回答なし 3 1.9% 

全体 153 100.0% 

 

 

問 16-1 どんな活動に参加していますか。（問 16で「１」を選んだ方のみ回答。複数回答） 

No.  数 率 

1 区・班の活動 43 36.7% 

2 地域防災の活動 14 12.0% 

3 子ども会の活動 5 4.3% 

4 スポーツ団体・サークル等の活動 17 14.5% 

5 ＰＴＡの活動 5 4.3% 

6 シニアクラブ（老人クラブ）の活動 25 21.4% 

7 その他 8 6.8% 

全体 117 100.0% 

 

 

  

     

     

     

     

    

    

    

                        

区・班の活動

シニアクラブ（老人クラブ）の活動

スポーツ団体・    等の活動

地域防災の活動

子ども会の活動

ＰＴＡの活動

その他      

現在参加

している

     
現在参加して

いないが、過

去に参加した

ことがある

     

参加したこ

とがない

     

回答なし
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問 16-2 どのような目的で活動していますか。（問 16 で「1」を選んだ方のみ回答。複数回答） 

・回答者の活動の目的は、「隣近所との交流を求めて」「役が回ってきたから」の順になっていま

す。 

No.  数 率 

1 支え合いのまちづくりを目指して 16 12.0% 

2 隣近所との交流を求めて 26 19.6% 

3 自分自身の勉強や意識の向上 16 12.0% 

4 活動自体が楽しいから 20 15.0% 

5 生きがいが感じられるから 11 8.3% 

6 仲間が増えるから 12 9.0% 

7 役が回ってきたから 24 18.1% 

8 ただ何となく 4 3.0% 

9 その他 4 3.0% 

全体 133 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

     

    

    

    

    

                       

隣近所との交流を求めて

役が回ってきたから

活動自体が楽しいから

支え合いのまちづくりを目指して

自分自身の勉強や意識の向上

仲間が増えるから

生きがいが感じられるから

ただ何となく

その他      
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問 16-3 現在活動していない理由は何ですか。（問 16 で「2、3、4」を選んだ方のみ回答。複数回答） 

・回答者の現在活動していない理由は「役回りが終わった」「勤務等の都合で機会がない」の順に

なっています。 

No.  数 率 

1 区・班に入っていない 1 0.9% 

2 勤務等の都合で機会がない 18 16.5% 

3 引越して間もない 2 1.9% 

4 参加方法がわからない 2 1.9% 

5 時間がない 12 11.0% 

6 興味がない 12 11.0% 

7 家族の理解が得られない 0 - 

8 体調がすぐれない 12 11.0% 

9 知り合いがいない 1 .9% 

10 いやな思いをしたくない 4 3.7% 

11 役が回ってこない 4 3.7% 

12 役回りが終わった 31 28.4% 

13 その他 10 9.1% 

全体 109 100.0% 

その他の内容 

・介護保険のデイサービスを受けている  ・子供が行なっている  ・PTA 

・居住地と活動可能場所が異なる  ・高齢  ・人の中に行きたくない 

・子ども会の対象がいない   ・最近まで働いていた  ・別の家族が活動している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

     

    

    

    

    

    

    

    

    

                   

役回りが終わった

勤務等の都合で機会がない

時間がない

興味がない

体調がすぐれない

いやな思いをしたくない

役が回ってこない

引越して間もない

参加方法がわからない

区・班に入っていない

知り合いがいない

家族の理解が得られない

その他      
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ボランティア活動 

問18 あなたは現在、ボランティア活動に参加していますか。   ［基本計画1-2］ 

※ここでいう「ボランティア活動」とは、自発性・自主性に基づいて行われる活動（有償のものを含む）をいいます。（区・班、シニア

クラブ（老人クラブ）、子ども会、ＰＴＡの活動等のような地域組織活動を除く） 

・回答者の約６割の方は、ボランティア活動への参加希望を持っています。 

No. 1 2 3 4 5  

 

参
加
し
て
い
る 

以
前
に
参
加
し
た
こ
と
が

あ
る
が
、
現
在
参
加
し
て

い
な
い 

ま
っ
た
く
参
加
し
た
こ
と

は
な
い
が
、
今
後
参
加
し

た
い 

ま
っ
た
く
参
加
し
た
こ
と

は
な
く
、
今
後
も
参
加
し

た
い
と
は
思
わ
な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

18歳・19歳（n=４） 
0 2 2 0 0 0 

- 50.0% 50.0% - - - 

20歳から29歳まで（n=５） 
1 3 1 0 0 0 

20.0% 60.0% 20.0% - - - 

30歳から39歳まで（n=５） 
1 2 2 0 0 0 

20.0% 40.0% 40.0% - - - 

40歳から49歳まで（n=13） 
0 4 3 6 0 0 

- 30.8% 23.1% 46.2% - - 

50歳から64歳まで（n=40） 
0 5 12 21 2 0 

- 12.5% 30.0% 52.5% 5.0% - 

65歳から74歳まで（n=36） 
8 5 9 13 1 0 

22.2% 13.9% 25.0% 36.1% 2.8% - 

75歳以上（n=50） 
7 19 6 11 3 4 

14.0% 38.0% 12.0% 22.0% 6.0% 8.0% 

全体（n=153） 
17 40 35 51 6 4 

11.1% 26.1% 22.9% 33.3% 3.9% 2.6% 

その他の内容 

・時間に余裕がない。ボランティアの内容がわからない。 

・参加できる状態ではない 

・体調が悪いから 

・参加したい気持ちはあるが、健康上の理由で無理。 
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問 20 ボランティア活動のあり方（謝礼等）について、どのようにお考えですか。 

・回答者の約４割の方は、実費程度の謝礼を受領しても良いと考えています。 

No.  数 率 

1 
交通費や材料費等の実費に加え、謝礼の意味での報酬は受けても良

いと思う 
17 11.1% 

2 交通費や材料費等の実費程度であれば受けても良いと思う 39 25.5% 

3 材料費等の実費程度であれば受けても良いと思う 29 19.0% 

4 ボランティア活動はお金のやり取りはない方が良いと思う 50 32.7% 

5 その他 3 2.0% 

6 わからない 9 5.9% 

 無回答 6 3.8% 

全体 153 100.0% 

その他の内容 

・ボランティアだから謝礼など考えていない 

・あくまでもボランティア活動なので、なくても良いと思います。そういう思いで参加していると

思います。 

・やりがい・実績・達成感を得られること（仕事も同じ）、学生ならボランティア実績証明で入学

や就職に有利 

など 

 

 

 

     

     

     

     

    

    

    

                        

     

ボランティア活動はお金のやり取りはない方が良いと思う 

交通費や材料費等の実費程度であれば受けても良いと思う 

材料費等の実費程度であれば受けても良いと思う 

交通費や材料費等の実費に加え、謝礼の意味での報酬は受けても良
いと思う 

その他 

わからない 

無回答 
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福祉サービスに関する認知度・利用状況やこれからの福祉のあり方 

問23 あなたは、小山町社会福祉協議会の存在や、その活動内容を知っていますか。  ［基本計画3-5］ 

・小山町社会福祉協議会の活動内容の認知度を上げる必要があります。 

No.  数 率 

1 知っている 58 37.9% 

2 名前を聞いたことはあるが、活動内容までは知らない 59 38.6% 

3 知らない 33 21.6% 

 無回答 3 1.9% 

全体 153 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 23-１ 小山町社会福祉協議会との関わりの程度はどのくらいですか。（問 23 で「1」を選んだ方のみ回

答。複数回答） 

・社協だより等の機関紙を活用し、活動内容の認知度を向上させる必要があります。 

No.  数 率 

1 社会福祉協議会会員として活動を支えている 7 10.6% 

2 活動に参加したり、事業を利用したりしている 17 25.8% 

3 訪問して相談したことがある 3 4.5% 

4 よく知っているが、参加や利用したことはない 15 22.7% 

5 社協だより等機関紙を見る程度で知っている 23 34.9% 

 無回答 1 1.5% 

全体 66 100.0% 

 

  

     

     

     

    

                        

     

名前を聞いたことはあるが、活動内容までは知らない 

知っている 

知らない 

無回答 

     

     

     

     

    

    

                        

社協だより等機関紙を見る程度で知っている

活動に参加したり、事業を利用したりしている

よく知っているが、参加や利用したことはない

社会福祉協議会会員として活動を支えている

訪問して相談したことがある

無回答     
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地域の防災 

問 31 東海地震や東南海地震などが懸念される中で、災害時における支え合いは、非常に重要なことで

す。災害時における支え合いを行う上でどんなことが必要だと思いますか。（複数回答）  ［基本

計画 2-5］ 

・回答者は「日頃からのあいさつ、声かけや付き合い」「地域における援助体制の構築」「地域の

高齢者や障がい者などの避難行動要支援者の把握」で必要性を感じています。 

No.  数 率 

1 日頃からのあいさつ、声かけや付き合い 93 26.4% 

2 地域の高齢者や障がい者などの避難行動要支援者の把握 61 17.3% 

3 
地域の高齢者や障がい者などの避難行動要支援者に対する情報伝

達体制の構築 
47 13.4% 

4 地域における援助体制の構築 70 19.9% 

5 災害ボランティアの育成 27 7.6% 

6 日頃の避難訓練 48 13.6% 

7 その他 3 0.9% 

 無回答 3 0.9% 

全体 352 100.0% 

その他の内容 

・「有事の支え合い意識」を「実行動」にする「小山町ならではの施策と助成金」 

・避難場所、（危険な場所を避けた）避難経路等の周知徹底 

・人間だけでなくペットのことも含めた援助体制の構築 

 

  

     

     

     

     

     

    

    

    

                                 

     

日頃からのあいさつ、声かけや付き合い 

地域における援助体制の構築 

地域の高齢者や障がい者などの避難行動要支援

者の把握 

日頃の避難訓練 

地域の高齢者や障がい者などの避難行動要支援

者に対する情報伝達体制の構築 

災害ボランティアの育成 

その他 

無回答 
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福祉のまちづくり等 

問 36 あなたは、犯罪をした人の立ち直りに協力したいと思いますか。  ［基本計画 2-7］ 

・回答者の約３割の方が、協力したいと思っています。 

No.  数 率 

1 思う 8 5.2% 

2 どちらかといえば思う 42 27.5% 

3 どちらともいえない 51 33.3% 

4 どちらかといえば思わない 13 8.5% 

5 思わない 18 11.8% 

6 わからない 19 12.4% 

 無回答 2 1.3% 

全体 153 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

  

思う

    

どちらかと

いえば思う

     

どちらとも

いえない

     

どちらかといえ

ば思わない

    

思わない

     

わからない

     

無回答

    

     



 

72 

 

問 37 国や県において、再犯防止を目的として再犯防止推進計画が策定されています。あなたが知って

いる再犯防止推進の取り組みについて教えて下さい。（複数回答）  ［基本計画 2-7］ 

・保護司の取り組みの認知度が最も多く、次いで取り組みを知らない方が多くなっています。 

No.  数 率 

1 保護司の取り組み 74 22.7% 

2 少年補導員・少年指導委員の取り組み 45 13.8% 

3 保護観察所の取り組み 37 11.3% 

4 更生保護施設の取り組み 42 12.8% 

5 社会を明るくする運動の取り組み 36 11.0% 

6 協力雇用主の取り組み 19 5.8% 

7 更生保護女性会の取り組み 11 3.4% 

8 BBS会の取組み 4 1.2% 

9 知らない 56 17.1% 

 無回答 3 0.9% 

全体 327 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

     

    

    

    

     

    

                            

保護司の取り組み

少年補導員・少年指導委員の取り組み

更生保護施設の取り組み

保護観察所の取り組み

社会を明るくする運動の取り組み

協力雇用主の取り組み

更生保護女性会の取り組み

   会の取組み

知らない

無回答      
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問 43 小山町の福祉に関する施策として、現在、次のうちどれが充実しているとお考えですか。（複数回

答）  ［基本計画 3-1］ 

・「通院や外出等の送迎サービス」「健康増進・維持のための相談や訪問指導等サービスの充実」

の順で、福祉施策の充実を感じています。 

No.  数 率 

1 ボランティア等の地域活動参加の促進や支援、拠点の整備 21 7.3% 

2 
住民が共に支え合う仕組みづくりへの支援（住民同士や行政との協

力・連絡等支え合う組織） 
23 8.0% 

3 地域の住民が気軽に立ち寄れる自由な交流の場の設定 23 8.0% 

4 地域における福祉や保健に関する活動の中心となる人材の育成 11 3.8% 

5 
社会福祉活動への理解や関心を高め、参加を促すための福祉教育

の充実 
4 1.4% 

6 保健福祉に関する情報提供や案内の充実 23 8.0% 

7 保健福祉に関する助成制度の充実 15 5.2% 

8 健康増進・維持のための相談や訪問指導等サービスの充実 33 11.5% 

9 高齢者、障がいのある人、児童の福祉施設の整備 10 3.5% 

10 高齢者や障がいのある人が、在宅生活を続けられるサービスの充実 14 4.9% 

11 
高齢者や障がいのある人等の避難行動要支援者に対する支援の充

実 
6 2.1% 

12 通院や外出等の送迎サービス 43 15.0% 

13 公共の場のバリアフリー化 14 4.9% 

14 身近なところでの相談窓口の充実 16 5.6% 

15 サービス利用者等を保護する権利擁護や苦情対応等の取り組み 6 2.1% 

16 生活困窮者に対する専門的な相談支援の充実 6 2.1% 

17 その他 14 4.9% 

 無回答 5 1.7% 

全体 287 100.0% 

その他の内容 

・充実していると感じたことがない・不十分（高齢者の両親への対応から） 

・わからない 

・どれも充実しているとは思えない 

・実感がない 

・充実しているものが見当たらない。もっと取り組みについて情報がほしい 

・元気塾等の学びの場と送迎バス 
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通院や外出等の送迎サービス 

健康増進・維持のための相談や訪問指導等サービスの充実 

住民が共に支え合う仕組みづくりへの支援     （住民同士

や行政との協力・連絡等支え合う組織） 

保健福祉に関する情報提供や案内の充実 

ボランティア等の地域活動参加の促進や支援、拠点の整備 

身近なところでの相談窓口の充実 

保健福祉に関する助成制度の充実 

高齢者や障がいのある人が、在宅生活を続けられるサービス

の充実 

公共の場のバリアフリー化 

地域における福祉や保健に関する活動の中心となる人材の

育成 

高齢者、障がいのある人、児童の福祉施設の整備 

高齢者や障がいのある人等の避難行動要支援者に対する支

援の充実 

サービス利用者等を保護する権利擁護や苦情対応等の取り

組み 

生活困窮者に対する専門的な相談支援の充実 

社会福祉活動への理解や関心を高め、参加を促すための福

祉教育の充実 

その他 

無回答 
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策定経過 

 

 

年 月  日 事   項 

令和６年 

7 月 31日 第１回推進懇談会及び第 1回ワーキング部会 合同会議 

９月５日 第２回ワーキング部会 

12 月 23日 第３回ワーキング部会 

令和７年 

1 月 17日 第２回推進懇談会 

１月 27日～ 

２月 24日 
パブリックコメント募集 

3 月 11日 第３回推進懇談会及び第４回ワーキング部会 合同会議 
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○小山町地域福祉計画推進懇談会要綱 
令和３年１月２２日 

告示第１２号 

（趣旨） 

第１条 小山町における地域福祉の推進を図るため、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条

の規定に基づく小山町地域福祉計画（以下「計画」という。）の策定及び効果的な推進について、広く町

民等の意見を聴取するため、小山町地域福祉計画推進懇談会（以下「推進懇談会」という。）を開催する

ことに関し、必要な事項を定める。 

（懇談事項） 

第２条 推進懇談会は、次に掲げる事項について、意見を述べ、及び意見交換を行う場とする。 

（１） 計画案の策定に関すること。 

（２） 計画の進捗状況に関すること。 

（３） 地域及び行政の現状に関すること。 

（４） 計画の改定に向けた課題に関すること。 

（５） その他計画推進に必要な事項に関すること。 

（構成員） 

第３条 推進懇談会は、構成員２０人以内をもって構成する。 

２ 構成員は、別表第１に掲げる者から町長が依頼する。 

３ 構成員は、推進懇談会に参加し、意見を述べる。 

（任期） 

第４条 構成員の任期は、町長から推進懇談会の出席の依頼を受けた日を始期とし、その日の属する年度

の翌年度の末日を終期とする。ただし、構成員に欠員が生じたときの後任者の任期は、前任者の残任期

間とする。 

（座長及び副座長） 

第５条 推進懇談会に、座長及び副座長１人を置き、構成員の互選により定める。 

２ 座長は、推進懇談会の進行を行う。 

３ 副座長は、座長に事故あるとき、又は欠けたときは、座長に代わり推進懇談会の進行を行う。 

（会議） 

第６条 推進懇談会の会議は、必要に応じて町長が招集する。 

２ 構成員が事故その他やむを得ない理由により会議に出席できないときは、代理人を出席させることが

できる。 

（謝金等） 

第７条 構成員が推進懇談会に参加したときは、予算の範囲内において、当該構成員に謝金及び実費弁償

を支給することができる。 

２ 前条第２項の規定に基づき、代理人が推進懇談会に参加したときは、代理人に対して構成員と同額の

謝金及び実費弁償を支給することができる。 

（ワーキング部会） 

第８条 町長は推進懇談会とは別にワーキング部会（以下「部会」という。）を置くことができる。 

２ 部会の構成員は、別表第２に掲げる者から町長が依頼する。 

３ 部会に部会長及び副部会長を置く。 

４ 町長は部会に計画案の策定に必要な調査、研究等を依頼することができる。 

５ 部会の開催においては、第４条から前条までの規定を準用する。 
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（庶務） 

第９条 推進懇談会等の庶務については、町長の定める課において処理する。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、推進懇談会等の開催及び運営に関し、必要な事項は、町長が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（小山町地域福祉計画推進委員会設置要綱及び小山町地域福祉計画推進委員会ワーキング部会設置要綱

の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は廃止する。 

（１）小山町地域福祉計画推進委員会設置要綱（平成２４年小山町告示第６７号） 

（２）小山町地域福祉計画推進委員会ワーキング部会設置要綱（平成３０年小山町告示第７０号） 

別表第１（第３条関係） 

地域活動団体関係者 

福祉、保健又は医療に関係する者 

福祉関係事業者 

地域住民団体の代表者 

その他町長が必要と認める者 

別表第２（第８条関係） 

保健、福祉又は医療に関係する者 

庁内関係課又は教育委員会に属する者 

その他町長が必要と認める者 
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○小山町社会福祉協議会地域福祉活動計画推進懇談会要綱 

 

（趣旨） 

第１条 社会福祉法人小山町社会福祉協議会（以下｢本会｣という。）地域福祉活動計画(以下「計画」とい

う。)の策定及び効果的な推進について、広く町民等の意見を聴取するため、小山町社会福祉協議会地域

福祉活動計画推進懇談会(以下「推進懇談会」という。)を開催することに関し、必要な事項を定める。 

（懇談事項） 

第２条 推進懇談会は、次に掲げる事項について、意見を述べ、及び意見交換を行う場とする。 

（１）計画案の策定に関すること。 

（２）計画の進捗状況に関すること。 

（３）地域及び本会の現状に関すること。 

（４）計画の改定に向けた課題に関すること。 

（５）その他計画推進に必要な事項に関すること。 

（構成員） 

第３条 推進懇談会は、構成員２０人以内をもって構成する。 

２ 構成員は、別表第１に掲げる者から会長が依頼する。 

３ 構成員は、推進懇談会に参加し、意見を述べる。 

（任期） 

第４条 構成員の任期は、会長から推進懇談会の出席の依頼を受けた日を始期とし、その日の属する年度

の翌年度の末日を終期とする。ただし、構成員に欠員が生じたときの後任者の任期は、前任者の残任期

間とする。 

（座長及び副座長） 

第５条 推進懇談会に、座長及び副座長１人を置き、構成員の互選により定める。 

２ 座長は、推進懇談会の進行を行う。 

３ 副座長は、座長に事故あるとき、又は欠けたときは、座長に代わり推進懇談会の進行を行う。 

（会議） 

第６条 推進懇談会の会議は、必要に応じて会長が招集する。 

２ 構成員が事故その他やむを得ない理由により会議に出席できないときは、代理人を出席させることが

できる。 

（ワーキング部会） 

第７条 会長は、推進懇談会とは別にワーキング部会（以下「部会」という。）を置くことができる。 

２ 部会の構成員は、別表第２に掲げる者から会長が依頼する。 

３ 部会に部会長及び副部会長を置く。 

４ 会長は部会に計画案の策定に必要な調査、研究等を依頼することができる。 

５ 部会の開催においては、第４条から前条までの規定を準用する。 

（庶務） 

第８条 推進懇談会等の庶務については、本会法人本部において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、推進懇談会等の開催及び運営に関し、必要な事項は、会長が別に

定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（小山町社会福祉協議会地域福祉活動計画推進委員会設置要綱及び小山町社会福祉協議会地域福祉活動計

画推進委員会ワーキング部会設置要綱の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は、廃止する。 

（１）小山町社会福祉協議会地域福祉活動計画推進委員会設置要綱（平成３０年７月２日最終改訂） 

（２）小山町社会福祉協議会地域福祉活動計画推進委員会ワーキング部会設置要綱（平成３０年７月２日

施行） 

 

別表第１（第３条関係） 

地域活動団体関係者 

福祉、保健又は医療に関係する者 

福祉関係事業者 

地域住民団体の代表者 

その他会長が必要と認める者 

別表第２（第７条関係） 

保健、福祉又は医療に関係する者 

本会関係事業部門に属する者 

小山町役場庁内関係課又は教育委員会に属する者 

その他会長が必要と認める者 
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推進懇談会 構成員名簿 

（順不同／敬称略） 

№ 団体・機関名 役職名 氏 名 備考 

 北駿地区保護司会小山支部 支部長 湯山 伸彦  

 小山町人権擁護委員会 委 員 菅沼 美智子   

 小山町赤十字奉仕団 委員長 和田 敬子  

 小山町社会教育委員会 委員長 湯山  久   

 小山町民生委員児童委員協議会 会 長 田邉 尚美  

 小山町保健委員協議会 会 長 岩田 いずみ   

 静岡県御殿場健康福祉センター 次長兼福祉課長 内藤 茂樹   

 社会福祉法人 小山町社会福祉協議会 会 長 田代 章  

 社会福祉法人 寿康会 施設長 若林 久美子  

10 小山町区長会 会 長 堀内 則寿  

11 小山町シニアクラブ連合会 会 長 岩田 進  

12 小山町 副町長 室伏  博行   

任期: 令和６年７月19日から令和８年３月31日まで 

 

推進懇談会 ワーキング部会 構成員名簿 

（順不同／敬称略） 

№ 団体・機関名 役職名 氏 名 備考 

１ 小山町民生委員児童委員協議会 副会長 山本 孝信 部会長 

２ 社会福祉法人 小山町社会福祉協議会 地域福祉室長 松田 直樹 副部会長 

３ 小山町地域包括支援センター 平成の杜 管理者 梶 さとみ  

４ 小山町生涯学習課 主査 岩田 菜摘  

５ 小山町健康増進課 副主任 千葉 真利子  

６ 小山町危機管理局 副主任 磯貝 壮  

７ 小山町くらし環境課 主査 田代 千聡  

任期: 令和６年７月19日から令和８年３月31日まで 
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事務局名簿 

（順不同／敬称略） 

№ 区分 役職名等 氏 名 

１ 

地域福祉計画 

住民福祉部長 山本 智春 

２ 社会福祉課長 長田 孝代 

３ 社会福祉課 課長補佐兼班長 高橋 はるみ 

４ 社会福祉課 社会福祉班 主任 滝口 覚郎 

５ 長寿介護課 地域包括ケア推進班長 山口 早苗 

６ こども未来課  保健師長 大畑 智美 

７ 

地域福祉活動計画 

常務理事 兼 事務局長 田代 順泰 

８ 参与 小野 一彦 

９ 権利擁護支援センター長 五十井 真琴 
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第５次小山町地域福祉計画 
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